様式第２号（要綱第２条関係）
事業計画書
１　申請者情報
	所在地
	〒〇〇〇―〇〇〇〇
日立市〇〇町〇丁目〇番〇号

	法人番号
	〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇

	主な業種
	精密機械加工・医療機器部品製造

	資本金
	〇〇〇〇万円

	従業員数
	〇〇名

	申請担当者
	役職氏名
	課長　日立太郎
	電話番号
	0000－00－0000

	
	メールアドレス
	abc@x.co.jp


２　補助事業の内容
（１）補助事業の概要
	計画名
	熟練技術者がもつノウハウ継承のための取組

	実施場所
	自社

	実施期間
	令和８年〇月〇日から令和８年〇月〇日まで


（２）自社の既存事業
	事業内容

	当社は医療機器部品の高精度微細加工を主力とし、ISO9001／TS16949準拠の製造体制を整えて年間約3億円規模の受託業務を実施している。

	自社の強み

	高精度CNC機械と光学検査システムを自社保有。
30年の業界経験と厳格な品質保証体制により、短納期で高品質製品を安定供給している。

	現状の課題

	熟練技術者の退職リスクとノウハウ共有体制の未整備。
若手技術者が不足し、技術継承が遅延すると、将来的な生産性低下と競争力喪失が懸念される。


（３）補助事業の具体的内容
	課題に対する取組内容
※取組から期待される効果、取組が課題に対して適切である理由を含めて記載

	1． 知識録音・教材化
熟練技術者が実務で使用している作業手順を動画・マニュアル化し、社内データベースに格納。
２．メンター制度構築
既存従業員をメンターに指定し、若手技術者と定期実務共同作業を実施。
３．外部専門家協力
精密加工技術顧問に外部講師を招き、最新手法講義を実施。

	数値目標と達成時期
（例）〇ヵ月で売上〇％増、新規で〇人採用、作業工数〇時間削減など

	見える化率：90％（作業フローの動画・マニュアル化）
若手技術者の熟練度指数：10％向上（作業時間削減）
メンター制度参加率：100％
課題・留意点文書化率：100％（社内手順書作成）

	補助事業終了後の展望

	完成したノウハウ体系を社内発表会で共有し、製造ライン全体の技術力低下を抑制。
定期的な継続研修を実施し、将来の技術者不足を予防。
社内の技術継承が標準化されることで、新規技術導入へのスピードアップと品質安定が実現。


３　経費の内訳等
（１）経費の内訳
	区分
	事業に要する経費
	摘要（積算根拠等）

	謝金
	800,000
	講師への謝金

	委託外注費
	1,400,000
	データベース構築、マニュアル用動画撮影

	印刷製本費
	200,000
	マニュアル製本

	
	
	

	合計
	2,400,000
	事業に要する経費（Ａ）


（２）補助金交付申請額
	区分
	金額
	摘要（積算根拠等）

	事業に要する
経費（Ａ）
	2,400,000
	

	交付申請額
	800,000
	Ａの１／３以内（千円未満切り捨て）



